










（別紙１）

［実施主体名］知事（市長）　殿

申請日 令和

法人名

事業所名

事業所番号

代表者名

１．対象要件の確認

次のア又はイのいずれか該当する方に○を記入してください。

※１

※２

※３

※４

注）以下の経営支援策を受けている事業所（法人）は対象外となります。

・持続化給付金

・持続化補助金（小規模事業者持続化補助金）

・家賃支援給付金

・その他本事業と支援内容が重複すると［実施主体名］知事（市長）が認める国の支援策

２．生産活動収入の状況（※５）

※５

※６

（２）次のア又はイの該当する方いずれかの空欄に数字を記入してください。
ア　１のアに該当する場合

イ　１のイに該当する場合

①連続する３ヶ月の生産活動収入が前年同期比で３０％以上減少した期間の生産活動収入（円）

②前年同期の生産活動収入（円）

①前年同月比で５０％以上減収した月の生産活動収入（円）

生産活動収入の状況を確認できる書類（財務諸表等）も併せてご提出ください。

③前年同月比

②前年同月の生産活動収入（円）

生産活動活性化支援事業　申請様式

令和２年１月から令和２年３月の間に事業を開始した事業所にあっては、令和２年４月以降の１ヶ月の生産活動収入
が、事業開始後から令和２年３月までの月平均の生産活動収入と比べて50％以上減少した月

平成３１年１月から令和元年１２月の間に事業を開始した事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月までの月
平均の生産活動収入に３を乗じた額と比べて30％以上減少した期間

ア　令和２年１月以降、１ヶ月の生産活動収入が前年同月比で５０％以上減収した月（※１、※２）がある

イ　令和２年１月以降、連続する３ヶ月の生産活動収入が前年同期比で３０％以上減少した期間（※３、※４）がある

平成３１年１月から令和元年１２月の間に事業を開始した事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月までの月
平均の生産活動収入と比べて50％以上減少した月

③前年同期比

令和２年１月から令和２年３月の間に事業を開始した事業所にあっては、令和２年４月以降の連続する３ヶ月の生産活
動収入が、事業開始後から令和２年３月までの月平均の生産活動収入に３を乗じた額と比べて30％以上減少した期間

１の※１に該当する事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月までの月平均の生産活動収入に１２を乗じた
額、※２に該当する事業所にあっては、事業開始後から令和２年３月の月平均の生産活動収入に１２を乗じた額、※３
に該当する事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月までの月平均の生産活動収入に１２を乗じた額、※４に
該当する事業所にあっては、事業開始後から令和２年３月の月平均の生産活動収入に１２を乗じた額

（１）直前の事業年度の生産活動収入の総額（円）（※６）
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３．申請額及び内訳

４．同一法人内事業所の申請状況

一括申請

②指定権者名 ③申請有無 ④別添シート名

0 0

申請額(円） 基準額(円）

合計

複数の就労継続支援事業所を運営している法人の場合は、すべての事業所の申請状況について記入してください。一法人当たりの
上限額は２００万円となりますので、同一法人内で複数の事業所を運営している場合は、法人内で調整の上、申請していただきます
ようお願いいたします。

申請額

⑤申請額（円）

複数の事業所分を一括で申請する場合は、一括申請にチェックを入れ、事業所毎に「別添」のシートを作成の上、本申
請様式と併せてご提出ください。なお、事業所の指定権者が異なる場合は、一括申請はできませんので、個別に申請を
お願いします。

その他

注）助成を受けた事業所は、令和３年３月末日までに、所定の様式により実績を報告してください。

助成上限額(円）（※７）

未記入又は不適切な箇所があります

※７　法人上限額の200万円の範囲内で、申請額又は基準額の低い方が助成上限額となります。

委託料

使用料及び賃借料

備品購入費

謝金

会議費

旅費

需用費

役務費

0

科目 所要額（円） 用途・品目・数量等

①事業所名・・・法人内の他の就労継続支援事業所名を記入してください。
②指定権者・・・本申請の事業所と同一の指定権者の場合は「同一」、異なる場合は指定権者名を記入してください。
③申請有無・・・当該事業所における生産活動活性化支援事業の申請有無を記入してください。
④別添シート名・・・②で「同一」かつ③で「有」の場合、「別添」のシート名を記入してください。
⑤申請額（円）・・・③で「有」の場合、当該申請額を記入してください。

①事業所名

0
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事業所名

事業所番号

代表者名

１．対象要件の確認

次のア又はイのいずれか該当する方に○を記入してください。

※１

※２

※３

※４

注）以下の経営支援策を受けている事業所（法人）は対象外となります。

・持続化給付金

・持続化補助金（小規模事業者持続化補助金）

・家賃支援給付金

・その他本事業と支援内容が重複すると［実施主体名］知事（市長）が認める国の支援策

２．生産活動収入の状況（※５）

※５

※６

（２）次のア又はイの該当する方いずれかの空欄に数字を記入してください。
ア　１のアに該当する場合

イ　１のイに該当する場合

生産活動活性化支援事業　別添様式（一括申請用）

ア　令和２年１月以降、１ヶ月の生産活動収入が前年同月比で５０％以上減収した月（※１、※２）がある

②前年同月の生産活動収入（円）

イ　令和２年１月以降、連続する３ヶ月の生産活動収入が前年同期比で３０％以上減少した期間（※３、※４）がある

平成３１年１月から令和元年１２月の間に事業を開始した事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月までの月
平均の生産活動収入と比べて50％以上減少した月

令和２年１月から令和２年３月の間に事業を開始した事業所にあっては、令和２年４月以降の１ヶ月の生産活動収入
が、事業開始後から令和２年３月までの月平均の生産活動収入と比べて50％以上減少した月

平成３１年１月から令和元年１２月の間に事業を開始した事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月までの月
平均の生産活動収入に３を乗じた額と比べて30％以上減少した期間

令和２年１月から令和２年３月の間に事業を開始した事業所にあっては、令和２年４月以降の連続する３ヶ月の生産活
動収入が、事業開始後から令和２年３月までの月平均の生産活動収入に３を乗じた額と比べて30％以上減少した期間

生産活動収入の状況を確認できる書類（財務諸表等）も併せてご提出ください。

（１）直前の事業年度の生産活動収入の総額（円）（※６）

１の※１に該当する事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月までの月平均の生産活動収入に１２を乗じた
額、※２に該当する事業所にあっては、事業開始後から令和２年３月の月平均の生産活動収入に１２を乗じた額、※３
に該当する事業所にあっては、事業開始後から令和元年１２月までの月平均の生産活動収入に１２を乗じた額、※４に
該当する事業所にあっては、事業開始後から令和２年３月の月平均の生産活動収入に１２を乗じた額

①前年同月比で５０％以上減収した月の生産活動収入（円）

③前年同月比

①連続する３ヶ月の生産活動収入が前年同期比で３０％以上減少した期間の生産活動収入（円）

②前年同期の生産活動収入（円）

③前年同期比
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３．申請額及び内訳

謝金

科目 所要額（円） 用途・品目・数量等

会議費

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

申請額 0

備品購入費

その他

助成上限額(円）（※７）

未記入又は不適切な箇所があります

※７　法人上限額の200万円の範囲内で、申請額又は基準額の低い方が助成上限額となります。

注）助成を受けた事業所は、令和３年３月末日までに、所定の様式により実績を報告してください。

申請額(円） 基準額(円）

0 0
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［実施主体名］知事（市長）　殿

報告日 令和

法人名

事業所名

事業所番号

代表者名

２．支出額及び内訳（別添可）

生産活動活性化支援事業　実績報告様式

0

0 0

受領額(円） 支出額

※支出の内容がわかる領収書等を添付すること

支出額

役務費

委託料

使用料及び賃借料

１．助成金受領額（円）

返納額

0

備品購入費

その他

謝金

会議費

旅費

需用費

科目 支出額（円） 用途・品目・数量等


